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１　目的①幼児教育の負担軽減を図る少子化対策　②生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性

２　対象（ア）3～5歳：利用料を無償化

（イ）0～2歳：住民税非課税世帯を対象として無償化（まずは待機児童対策を優先）

　※新制度の対象とならない幼稚園については、上限額の範囲（2.57万円）で無償化

（２）幼稚園の預かり保育保育の必要性の認定を受けた場合、上限額の範囲（1.13万円）で無償化

（３）認可外保育施設等（ア）3～5歳：保育の必要性の認定を受けた場合、上限額の範囲（3.7万円）で無償化

（イ）0～2歳：保育の必要性の認定を受けた場合、住民税非課税世帯を対象として、上限額の範囲（4.2万円）で無償化

   ※ 認可外保育施設のほか、一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を対象

   ※ 上限額の範囲内において、複数サービス利用も可能。また、幼稚園が十分な水準の預かり保育を提供していない場合などには、

     幼稚園利用者が認可外保育施設等を利用する場合も無償化の対象

   ※ 届出を行い、指導監督基準を満たすことが必要（基準については経過措置として５年間の猶予期間有）

      ただし、本市においては条例を制定することにより、猶予期間が短くなる可能性あり。

３　財源（１）負担割合国1/2、都道府県1/4、市町村1/4。ただし、公立施設は市町村等10/10。

（２）国からの財政措置初年度：全額国費

次年度：事務費及び認可外保育施設等に係る費用相当額を全額国費で負担するべく措置

４　実施時期2019年10月1日

５　支払方法新制度の対象施設：現物給付

認可外保育施設等：償還払い

幼児教育・保育無償化の概要

（１）幼稚園

　　　保育所

　　　認定こども園等

６　認可外保育施設の無償化対象範囲に

　　係る国の考え方

　待機児童が多く、指導監督基準を満たさない施設を利用せざるをえない市もあれば、待機児童がおらず利用していない

市もある。そこで、指導監督基準を満たしていない施設も無償化の対象とすることを原則としつつも、市町村が、条例で

職員配置等に関する基準（指導監督基準が上限）を設け、無償化の対象を当該基準を満たす施設に限ることができること

とする。併せて、条例制定の際の勘案要素として、市町村が保育の需要及び供給の状況その他の事情を勘案し、特に必要

であると認めることを規定する。


